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ポイント 

◆ 本稿の目的は、鹿児島県内（九州本土）に三次救急病院を増設した際の将

来（2040 年）の救急医療アクセスのしやすさ（アクセシビリティ）の変

化を地図上に可視化することである。 

◆ 既存の 3 つの三次救急病院（鹿児島市に 2 施設、奄美大島に 1 施設）に

加えて、救命救急センターの設置候補として想定される 4 つの医療機関

（医療機関Ａ[鹿児島市]、医療機関Ｂ [鹿児島市]、医療機関Ｃ [霧島

市]、医療機関Ｄ[鹿屋市]の 4施設）を分析対象とし、それぞれの医療機

関が三次救急病院となった場合のシミュレーション分析を行った。 

◆ 三次救急医療へのアクセシビリティの分析と評価にあたっては、医療機

関から道のり 30km 圏内をアクセス圏と定義した。九州全土のアクセシ

ビリティを分析した後、鹿児島県の①三次救急病院へのアクセス範囲、

②人口 10万人当たりのアクセス可能な三次救急病院数を相対評価した数

値をそれぞれ地図上に可視化した。 

◆ さらに、分析結果については、県内の三次救急医療へのアクセシビリティ

を検討する際に考慮すべき 3 つのポイント（①鹿児島市内の人口当たり

のアクセス可能な病院数、②三次救急病院へのアクセス範囲に居住して

いる人口の割合、③県総面積に占める三次救急病院へアクセス可能な範

囲の割合）を挙げ、三次救急病院を増設しない場合と増設した場合の 5つ

のシチュエーションごとに取りまとめた。 

◆ 分析結果から、三次救急病院を増設する際に検討すべき選択肢としては、

①人口集中地域の鹿児島市における三次救急医療へのアクセスを手厚く

するという選択と、②鹿児島県における三次救急医療にアクセス可能な

エリアを拡大するという選択の 2 つが考えられる。この選択にあたって

は、それぞれの地域の救急医療における連携状況の実態に加えて、各医

療機関が保有する人員や病床、予算、それらの調達の容易さ等を総合的

に検討して、設置場所を判断すべきである。 

◆ 将来の人口減少を考慮すると、上記 2 つの選択肢に加えて、救命救急セ

ンターを増設しないという選択肢も検討しなければならない。 
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1 はじめに 

 

本稿は、鹿児島県内に三次救急病院を増設した場合の救急医療へのアクセシ

ビリティの変化について、地理情報システム（GIS）を用いてシミュレーション

分析を行った結果を取りまとめた報告書である。 

 

現在、鹿児島県内には三次救急病院（救命救急センター）が 3施設配置されて

いる。それらに加える形で、三次救急病院としての指定が想定される地域の 4つ

の医療機関それぞれについて、新たに設置した場合のアクセス範囲の変化や人

口当たりの医療アクセシビリティ（医療資源への地理空間的なアクセスのしや

すさ）の変化をシミュレーションした。GISを用いることで、現実の居住人口や

道路網、将来の人口動態を反映した医療アクセスの分析が可能になる。より実態

に即した医療機関へのアクセスを地図上にわかりやすく可視化することで、将

来の地域医療体制を検討するにあたっての有益な一材料となることを本稿は企

図している。現在、医療法に定める第 8次医療計画の策定が進行中であり、救急

医療の体制整備は都道府県の保健医療計画における最重要論点の一つでもある。 

 

人口減少が進む一方で、同県において、三次救急病院を追加設置することが望

ましいのか。もし設置するならば、どの場所に設置するのが県民のためになるの

か。専門的な問題を地域住民にとって分かりやすい形で検討するため、また、行

政との対話に必要な基礎データを得るために鹿児島県医師会から筆者らに依頼

があった。本報告書は、その過程で行った分析と獲得した情報を基に作成したも

のである。  
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2 目的 

 

本稿の目的は、鹿児島県内（九州本土）に三次救急病院を増設した際の将来

（2040 年）アクセシビリティの変化を地図上に可視化することである。なお、

将来の指標検討にあたって 2040年を想定したのは、都道府県が 6年おきに定め

る医療計画をはじめ1、さまざまな医療提供体制に関わる議論が現在、2040年を

ターゲットになされているからである2。 

 

新たに指定が想定される 4 病院それぞれについて、それらが三次救急病院と

なった場合のアクセス範囲の拡大と 2040 年のアクセシビリティ指標の変化の

状況を地図上に可視化した。また、それらをベースに、三次救急病院の増設にあ

たって検討すべき事項に関して議論する。 

 

  

 

1 厚生労働省（2022） 
2 全日本病院協会 病院のありかた委員会(編)（2021）、日本政策投資銀行、日本経済研究所（2023） 
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3 対象と方法 

3.1 分析対象地域 

 

本稿における分析の対象地域は、鹿児島県内の九州本土に位置するエリアで

ある。図表 3.1.1 に示す通り、鹿児島県は九州南部エリアと複数の離島からなる

が、新設の救命救急センターの設置候補となった 4 病院はいずれも九州本土に

位置することから、今回は当該地域のみにフォーカスして分析結果を示すこと

とした。 

 

図表 3.1.1 鹿児島県内の市町村 

 

資料：鹿児島県庁 
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なお、鹿児島県内の主な有人離島には奄美大島（712km2）と屋久島（512km2）、

種子島（445km2）等があり、そのうち奄美大島には三次救急病院（県立大島病

院）が存在する。ただ、奄美大島を含む県内の離島については、これまでのとこ

ろ三次救急病院の新設の検討はなされていないことから、今回の分析対象地域

からは外している。 

 

 

3.2 分析対象医療機関 

 

本稿が分析の対象とした医療機関とその住所を図表 3.2.1に示した。現状の鹿

児島県内（九州本土）の三次救急病院（救命救急センターが設置されている病院）

2病院（いずれも鹿児島市内）と新たに指定が想定される 4病院（鹿児島市内 2

病院、霧島市 1病院、鹿屋市 1病院）である。 

 

図表 3.2.1 分析対象医療機関 
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新たに指定が想定される 4つの医療機関の基本情報を、図 3.2.2 に示す。 

図表 3.2.2 新たに指定が想定される医療機関の基本情報 

 

所在地 鹿児島市

病床数 一般病床数 高度急性期 34

410 急性期 376

回復期 0

医師数 常勤医師数 79人 非常勤医師数 38人

診療科

医療機関群 DPC特定病院群

所在地 鹿児島市

病床数 一般病床数 高度急性期 174

506 急性期 132

回復期 200

医師数 常勤医師数 80人 非常勤医師数 57人

診療科

医療機関群 DPC標準病院群

所在地 霧島市

病床数 一般病床数 高度急性期 0

250 急性期 180

回復期 70

医師数 常勤医師数 69人 非常勤医師数 141人

診療科

医療機関群 DPC標準病院群

所在地 鹿屋市

病床数 一般病床数 高度急性期 0

182 急性期 182

回復期 0

医師数 常勤医師数 23人 非常勤医師数 2人

診療科

医療機関群 DPC標準病院群

新たに指定が想定される医療機関の基本情報

内科、外科、小児科、産科、婦人科、耳鼻咽喉科、放射線科、
整形外科、麻酔科、脳神経外科、循環器内科、
リハビリテーション科

医療機関D

※「令和4年度病床機能報告」、「鹿児島県コード内容別医療機関一覧表（令和5年10月1日）」、「機能評価係数Ⅱの内訳（医療機

関別）令和5年4月1日時点」から筆者作成

循環器内科、内科、脳・血管内科、糖尿病・内分泌内科、
神経内科、小児科、外科、消化器外科、消化器内科　脳神経外
科、心臓血管外科、皮膚科、泌尿器科、婦人科、耳鼻咽科、
リハビリテーション科、放射線科、麻酔科、眼科、病理診断科、
救急科、歯科口腔外科、腎臓内科、血液内科、腫瘍内科、精神科

整外外科、リハビリテーション科、リウマチ科、麻酔科、外科、
血管外科、呼吸器内科、脳神経外科、放射線科、小児科、
産婦人科、心臓血管外科、内科、糖尿病内科、心療内科、
救急科、循環器内科、消化器内科、消化器外科、形外外科

内科、糖尿病・内分泌内科、血液内科、呼吸器科、消化器科、
循環器科、小児科、外科、整形外科、脳神経外科、放射線科、
リウマチ科、リハビリテーション科、耳鼻咽喉科・頭頸部外科、
小児外科、呼吸器外科、麻酔科、泌尿器科、消化器外科、
救急科、心臓血管外科、緩和ケア内科、婦人科

医療機関B

医療機関A

医療機関C
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3.3 分析と評価の方法 

 

分析にあたっては ESRI社の Arc GIS Ver.10.8.1を使用した。分析に用いた

データとその出所は、図表 3.3.1の通りである。 

 

図表 3.3.1 分析に用いたデータとその出所 

 

  

種類

2022年にダウンロー
ド

九州厚生局公式HP

医療機関
の詳細 医療情報ネット 2022年11月時点

救命救急センター設
置状況一覧（2022年7
月1日現在）

厚生労働省HP 2022年11月時点

2022年11月時点

行政区域
国土数値情報行政区
域データ

（令和5年）国土地理院「数値地
図（国土基本情報）」

2023年にダウンロー
ド

道路網
ArcGIS Geo Suite：
道路網
2020製品仕様

拡張版全国デジタル道路地図デー
タベース（住友電気業）、
平成27年 全国道路・街路交通情
勢調査 一般交通量調査 集計結果
整理表、令和2年 国勢調査 人口
集中地区、数値地図（国土基本情
報）、基盤地図情報（数値標高モ
デル）

2019年にESRIジャパ
ンから購入

医療機関

ながさき医療機関情報システム

くまもと医療ナビ

保険医療機関・保険
薬局の指定一覧
（コード内容別医療
機関一覧表）

国土数値情報 500m
メッシュ別将来推計
人口（H30国政局推
計）

やまぐち医療情報ネット

ふくおか医療情報ネット

99さがネット

おおいた医療情報ほっとネット

みやざき医療ナビ

かごしま医療情報ネット

人口

総務省「平成27年国勢調査」、国
立社会保障・人口問題研究所「日
本の将来推計人口（平成29年1月
推計）」の推計値、「日本の地域
別将来推計人口（平成30年3月推
計）」の推計値及び仮定値（生残
率、子ども女性比、純移動率）

データ名称 データ提供元・原典 備考

全国保険医療機関
（病院・診療所）一
覧（平成30年度版）

医療経済研究機構 2020年に取得
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図表 3.3.2は、分析の前提条件を示している。アクセシビリティを分析するに

あたっては、道のり 30km圏内（平均時速 60kmの救急車で 30分圏内）をアク

セス可能な範囲と設定した。また、アクセシビリティ指標の評価にあたっては、

九州全土のアクセシビリティを分析した後、システムを用いて 5 段階の相対評

価（自然分類）を行なった。アクセシビリティ指標の 5段階評価を地図上に示す

にあたっては、指標が高いエリアほど濃い青系統の色で表示している。なお、地

図上の赤色で表示した地域は、居住人口がいるものの三次救急病院へのアクセ

シビリティ指標がゼロ（道のり 30km 圏内に三次救急病院がない）エリアであ

る。 

 

図表 3.3.2 分析の前提条件 
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4 鹿児島県の救急医療の現状 

4.1 鹿児島県の三次救急医療の現状 

 

現在、鹿児島県内には 3つの三次救急病院があり、2つは鹿児島市内、1つは

奄美大島に設置されている（図表 4.1.1）。人口 100万人当たり救命救急センター

数は 1.9 施設、県面積 10 万平方キロメートル当たり救命救急センター数は 33

施設であり、人口比や面積比で見ると救命救急センター数が相対的に少ない（図

表 4.1.2）。また、鹿児島県にはドクターヘリ拠点病院が 2施設ある。離島や山地

が多いという地理的要因から、県内のドクターヘリ出動件数は全国平均よりも

多い（図表 4.1.3）。 

 

図表 4.1.1 鹿児島県内の三次救急病院の所在地（現状） 
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図表 4.1.2 人口あたり、単位面積あたり救命救急センター施設数の状況 

 
資料：厚生労働行政推進調査事業費地域医療構想を見据えた救急医療提供体制の構築に関する研究

（2021）「令和 3 年 救命救急センターの現況」 
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図表 4.1.3 年度別ドクターヘリの出動件数の比較 

 

 

 

4.2 2020年と 2040 年における鹿児島県の人口分布 

 

鹿児島県内の人口分布は鹿児島市内に集中している。2020年時点での県内の

総人口に占める鹿児島市の人口は、37.4％である。2040年時点では 41.0％とな

り、将来に向けて、さらに鹿児島市への人口集中が進む。また、県内の広範囲に

人口が分布しており、2040年時点でも同様に人口が分布する可能性がある（図

表 4.2.1、図表 4.2.2）。 
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図表 4.2.1 2020 年の鹿児島県内の人口分布（推計） 
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図表 4.2.2 2040 年の鹿児島県内の人口分布（2040） 

 

 

 

4.3 保健医療計画における主な論点 

 

鹿児島県の救急医療体制は、広域救急医療圏域として設定された 9 つの医療

圏域ごとに体制が整備されている（図表 4.3.1）。保健医療計画においては、救急

医療体制の課題として、高齢化に伴う救急搬送件数の増加や、年々延伸する救急

車の現場到着時間及び現場到着から医療機関収容までの時間、救急対応する医

師の不足が挙げられている。今後の施策の方向性として、地域の実情に応じた救

急事業連体制の見直しや、地域の中核的医療機関の救急医療機能の充実を図る

ための支援が検討されている。 
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図表 4.3.1 鹿児島県の救急医療体制 

 

資料：鹿児島県（2018）「鹿児島県保健医療計画」p.246 
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5 分析結果 

5.1 アクセス可能なエリアの変化（A,B,C,D） 

 

図表 5.1.1 既存の三次救急病院へのアクセス可能な範囲 

 

図表 5.1.1の緑色のエリアは、鹿児島県内（九州本土）における現在の三次

救急病院（黒色の星）へのアクセス可能な範囲を示している。アクセス可能な

範囲は、鹿児島市、日置市および両市を中心とした周辺地域に広がっている。

三次救急病院を増設しなかった場合、2040年時点でアクセス可能な範囲内に

居住する人口の割合は 53.1％である。 
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図表 5.1.2 医療機関 A に設置した場合の三次救急病院へのアクセス範囲 

 

図表 5.1.2は、医療機関 A（黄色の星）に救命救急センターを設置した場合の

鹿児島県内（九州本土）における三次救急病院へのアクセス可能な範囲を示して

いる。 

 

赤色のエリアが医療機関 A の増設によって拡大したアクセス範囲である。医

療機関 A に救命救急センターを設置すると、薩摩川内市・姶良市・鹿児島市の

一部でアクセス可能な範囲が拡大する。2040 年時点でアクセス範囲内に居住す

る人口の割合は 53.1％から 54.1％となり、現状（2020年）から 1.0ポイント増

加する。
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図表 5.1.3 医療機関 B に設置した場合の三次救急病院へのアクセス範囲 

 

図表 5.1.3は、医療機関 B（黄色の星）に救命救急センターを設置した場合の

鹿児島県内（九州本土）における三次救急病院へのアクセス可能な範囲を示して

いる。 

 

赤色のエリアが医療機関 B の増設によって拡大したアクセス範囲である。医

療機関 B に救命救急センターを設置すると、鹿児島市の一部（桜島）でアクセ

ス範囲が拡大する。しかし、2040年時点でアクセス範囲内に居住する人口の割

合は 53.1％であり、現状（2020年）とほぼ変わらない。  
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図表 5.1.4 医療機関 C に設置した場合の三次救急病院へのアクセス範囲 

 

図表 5.1.4は、医療機関 C（黄色の星）に救命救急センターを設置した場合の

鹿児島県内（九州本土）における三次救急病院へのアクセス可能な範囲を示して

いる。赤色のエリアが医療機関 Cの増設によって拡大したアクセス範囲である。 

 

医療機関 C に救命救急センターを設置すると、霧島市とその周辺地域にアク

セス可能な範囲が拡大する。2040年時点でアクセス範囲内に居住する人口の割

合は 53.1％から 62.1％となり、現状（2020 年）から 9.0ポイント増加する。 
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図表 5.1.5 医療機関 D に設置した場合の三次救急病院へのアクセス範囲 

 

図表 5.1.5は、医療機関 D（黄色の星）に救命救急センターを設置した場合の

鹿児島県内（九州本土）における三次救急病院へのアクセス可能な範囲を示して

いる。赤色のエリアが医療機関 Dの増設によって拡大したアクセス範囲である。 

 

医療機関 D に救命救急センターを設置すると、鹿屋市とその周辺地域にアク

セス可能な範囲が拡大する。2040年時点でアクセス範囲内に居住する人口の割

合は、53.1％から 64.2％となり、現状（2020年）から 11.1ポイント増加する。 
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5.2 2040年時点におけるアクセシビリティ指標の変化（A,B,C,D） 

 

図表 5.2.1 新設しない場合の三次救急へのアクセシビリティ（2040） 

 

図表 5.2.1は、三次救急病院を新設しなかった場合の 2040年における鹿児島

県内（九州本土）の人口当たりのアクセス可能な三次救急病院数について、500m

メッシュ単位で示している。 

 

三次救急病院を新設しなかった場合、県庁所在地であり、県内一の人口集中地

域でもある鹿児島市におけるアクセシビリティ指標の平均値は 0.32 である。  
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図表 5.2.2 医療機関 A を追加した場合の三次救急へのアクセシビリティ指標（2040） 

 

図表 5.2.2は、医療機関 Aに救命救急センターを設置した場合の 2040年にお

ける鹿児島県内（九州本土）の人口当たりのアクセス可能な三次救急病院数につ

いて、500mメッシュ単位で示している。 

 

医療機関 A を追加した場合、鹿児島市におけるアクセシビリティ指標の平均

値は 0.47となり、現状（0.32）から 0.15ポイント増加する。 
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図表 5.2.3 医療機関 B を追加した場合の三次救急病院へのアクセシビリティ（2040） 

 

図表 5.2.3は、医療機関 Bに救命救急センターを設置した場合の 2040年にお

ける鹿児島県内（九州本土）の人口当たりのアクセス可能な三次救急病院数につ

いて、500mメッシュ単位で示している。 

 

医療機関 Bを追加した場合、鹿児島市における人口 10万人当たりのアクセス

可能な三次救急病院数の平均値は 0.47となり、現状（0.32）から 0.15ポイント

増加する。  
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図表 5.2.4 医療機関 C を追加した場合の三次救急病院へのアクセシビリティ（2040） 

 

図表 5.2.4は、医療機関 Cに救命救急センターを設置した場合の 2040年にお

ける鹿児島県内（九州本土）の人口当たりのアクセス可能な三次救急病院数につ

いて、500mメッシュ単位で示している。 

 

医療機関 C を追加した場合、霧島市および周辺地域に三次救急病院へのアク

セス範囲が拡大する。また、同地域におけるアクセシビリティ指標は、アクセス

範囲内の居住人口を反映し、鹿児島市内よりも高くなる。 
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図表 5.2.5 医療機関 D を追加した場合の三次救急病院へのアクセシビリティ（2040） 

 

図表 5.2.5は、医療機関 Dに救命救急センターを設置した場合の 2040年にお

ける鹿児島県内（九州本土）の人口当たりのアクセス可能な三次救急病院数につ

いて、500mメッシュ単位で示している。 

 

医療機関 D を追加した場合、鹿屋市とその周辺地域に三次救急医療へのアク

セス範囲が拡大する。同地域におけるアクセシビリティ指標は、アクセス範囲内

に居住する人口を反映し、鹿児島市内よりも高くなる。  
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6 考察 

 

本稿では、鹿児島県内に新たに三次救急病院を増設した場合、将来の県内にお

ける救急医療へのアクセスがそれぞれどのように変化するのか、シミュレー

ション分析を行った。 

 

図表 6.1.1 は鹿児島県内の三次救急医療へのアクセシビリティを検討する際

に考慮すべき 3 つポイントについて、三次救急病院を増設しない場合と医療機

関 A～D をそれぞれ増設した場合の 5 つのシチュエーションごとに分析結果を

まとめた表である。1つ目のポイントは、人口集中地域の三次救急医療へのアク

セシビリティである。県内の人口集中エリアである鹿児島市内に居住する人口

のアクセシビリティ指標（人口当たりのアクセス可能な三次救急病院数）をそれ

ぞれ表中に示している。2つ目のポイントは、三次救急医療へのアクセス範囲に

居住している人口の割合である。県内の総人口に占めるアクセス範囲に居住す

る人口の割合をそれぞれ表中に示している。3つ目のポイントは、鹿児島県内の

総面積に占める三次救急医療へアクセス可能なエリアの割合である。三次救急

病院へアクセス可能な面積が県の総面積に占める割合をそれぞれ表中に示して

いる。 

 

  



 

25 

 

図表 6.1.1 分析結果：2040 年の三次救急医療へのアクセス状況 

 

 

 上記の表を踏まえると、鹿児島県に三次救急病院を増設する際に検討すべき

選択肢は次の 3つである。1つ目は、人口集中地域の鹿児島市における三次救

急医療へのアクセスを手厚くするという選択である。2つ目は、三次救急医療

にアクセス可能なエリアを拡大するという選択である。3つ目は、救命救急セ

ンターを増設しないという選択である。以下、それぞれの選択肢について、メ

リット・デメリットを議論する。 

 

（１）人口集中地域の三次救急医療へのアクセスを手厚くする 

人口集中地域である鹿児島市内の医療アクセスを手厚くすることを重視する

ならば、医療機関 A または B のどちらかへの救命救急センター設置が選択肢

となる。現状（または将来）、鹿児島市内で救急搬送困難事例が頻発していたり、

救急医療需要が既に市に 2つある三次救急病院のキャパシティを超過していた

りする事態が生じていれば、この選択肢を取るべきだろう。ただしその際、新

設に伴って市内の救急医療体制が変化する点には注意が必要である。市内に新

たに三次救急病院が増えた場合、これまで三次救急病院とともに市内で救急医
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療（例えば、心筋梗塞や脳卒中の治療）を担っていた中小病院が救急告示を取

り下げ、三次救急病院に全ての救急搬送が一極集中する可能性がある。よって

市内の救急医療体制について、どの医療機関がどれくらい救急医療を担ってい

るのか、救急搬送受け入れ回数や対応疾病件数等の DPC データを用いて、三

次救急病院と近隣の救急告示医療機関との役割を明確にしながら、新設を検討

する必要がある。 

 

（２）三次救急医療へのアクセス可能なエリアを拡大する 

県内の三次救急医療へのアクセス範囲の拡大を重視するならば、医療機関 C

（霧島市）または医療機関 D（鹿屋市）のどちらかへの救命救急センター設置が

選択肢となる。分析の結果から、医療機関 Cに救命救急センターを設置すると、

現状の体制に比べて、アクセス可能な人口の割合は 9.0ポイント上昇し、アクセ

ス可能な地域の割合は 9.7 ポイント上昇する。同様に、医療機関 D に救命救急

センターを設置すると、アクセス可能な人口の割合は 11.1 ポイント上昇し、ア

クセス可能な地域の割合は 12.6ポイント上昇する（図表 6.1.1）。分析結果の数

字だけを見ると後者を選択すべきのように思えるが、実際は各地域の医療現場

の実情に応じて新設を検討すべきである。たとえば、両者の病床数と常勤医師数

に注目すると（前掲 p.5、図表 3.2.2）、医療機関 C の病床数は医療機関 D の約

1.4 倍であり、常勤医師数は 3 倍である。また、令和 3 年度の「退院患者調査」

によると、1か月あたりの救急車による搬送件数は、医療機関 Cが 77.0 件であ

るのに対し、医療機関 Dは 51.3件となっている。以上のようにそれぞれが保有

する医療資源を考慮すると、医療機関 Cへの設置する方が現実的と考えられる。

その他、各医療機関が抱える予算、人員調達の容易さ、各地域における救急医療

の連携状況の実態等を総合的に検討して、設置場所を判断すべきである。 
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（３）救命救急センターを増設しない 

 上記 2つの選択肢を加えて、「救命救急センターを新設しない」という選択肢

も検討に値する。人口推計によると、2040年の県全体の人口と鹿児島市の人口

はともに減少する。よって、救急医療の需要も減少が見込まれるため、新たに救

命救急センターを設置せず、既存の施設で対応するという選択肢も十分にあり

得る。ただし、県内にアクセス困難な地域があること、全国的に見て鹿児島県の

人口当たり・総面積当たり救命救急センター施設数が相対的に少ないことは事

実である。新設しない場合でも、例えばドクターヘリの充実など、三次救急医療

へのアクセシビリティ向上のための代替手段を検討すべきである。 
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